
令和(3)年度 常滑市 コード番号 市 町 村 類 型 Ⅱ-2

決 算 状 況 愛知県常滑市飛香台3丁目3番地の5 Ⅰ-4

　 　   2年 人 k㎡ 人/k㎡ 人 　区　分

国  (2年10月１日) 58,710 55.90 1,050 40,983 就 2年 753 人 8,655 人 17,802 人

　　　27年 人 k㎡ 人/k㎡ 人 業 国調 2.8 ％ 31.8 ％ 65.4 ％

調  (27年10月１日) 56,547 55.89 1,012 37,975 人 27年 844 人 8,591 人 17,091 人

  増   加   率 3.8 ％ 0.0 ％ 3.8 ％ 7.9 ％ 口 国調 3.2 ％ 32.4 ％ 64.4 ％

住台 58,499 人

民 24,998 世帯

基 59,010 人 市町村制施行

本帳 25,028 世帯 年  月  日

　　区 　　　     分 令和２年度 令和３年度     指   数  等  指定団体等の状況

千円 千円 10,979,594 千円 中部

10,264,149 千円 市町村圏

13,146,685 千円 都市整備

14,574,912 千円  土地開発公社

811,653 千円 設立       

0.96 解散

0.93

10.8 ％

16.8 ％ 事務の共同処理の状況

6,561,835 千円 ・し尿処理・ごみ処理

2,550,000 千円 ・その他

27,098,010 千円

7,784,692 千円

300,000 千円

97.1 ％

- ％ 11.6 ％ 121.5 ％

17.81 ％ 25.0 ％ 350.0 ％

　一　　　般　　　職　　　員　　　等 　　特　　　別　　　職　　　等

区　　　分  職員数 Ａ  給料月額 Ｂ
 1人当たり
支給月額

B/A  　　改定実施年月日 1人当たり平均給料月額 

（うち一般行政職） (210) 人 (60,606) 千円 (288,600) 円 平成 31年4月1日 919,000 円

　一　般　職　員 453 125,967 278,072 平成 31年4月1日 753,000 円

うち技能労務職 11 3,141 285,500 平成 31年4月1日 673,000 円

うち消防職員 92 25,775 280,167 平成 31年4月1日 489,000 円

　教 育 公 務 員 6 1,523 253,833 平成 31年4月1日 429,000 円

　臨　時　職　員 平成 31年4月1日 392,000 円

合　　　計 459 127,490 277,755

 事   業   名
法適用
の有無

資金不
足比率

  収  支  額

公 病院 有 -　% △678,996 千円 694,966 千円 406 人 83,285 千円

営 訪問看護ステーション 無 0 0 8 370,038 千円

事 上水道 有 -　% 215,675 14,747 13 6,770 世帯

業 国民健康保険 無 83,285 370,038 11 10,606 人

の 後期高齢者医療 無 2,202 725,882 4 160,340 円

状 介護保険 無 95,078 743,666 10 102,348 円

況 下水道（集落排水） 有 -　% 12,723 102,113 1 334,598 円

下水道（公共） 有 -　% 222,034 1,196,410 12

モーターボート競走 有 -　% 4,618,526 0 28

注）健全化判断比率の下段は早期健全化基準です。

注）資金不足比率の早期健全化基準は、モーターボート競走事業は0%、その他の公営事業会計は20%です。

普通会計からの
 繰入額

  職 員 数 区　　　　分 国保会計

収  支  額

昭和48年4月2日

将来負担比率実質赤字比率 連結実質赤字比率

 教    育    長

平成30年10月26日

被保険者一人当たり費用

普通会計からの繰入額

加  入  世  帯  数

被  保  険  者  数

一世帯当たり保険税調定額

被保険者当たり保険税調定額

実質公債費比率

636,260
　-　％

12.81

議　会　議　長

(18人)議 会 副 議 長

議　会　議　員

   区      分

 市  　　　  長

 副　　市　　長

9 積立金取崩額(財調) Ｉ 320,000 0

健全化判断
比率10 実質単年度収支(F+G+H-I) Ｊ △39,028

8 繰上償還金 Ｈ 0 0
ラスパイレス指数（3年度）

5

　　看護専門学校

7 積立金(財調) Ｇ 0 300,000
債務負担行為額 　　後期高齢者医療

収益事業収入額

6 単年度収支 Ｆ 280,972 336,260
　うち財政調整基金

地方債現在高

実質収支 (C-D) Ｅ 1,241,070 1,577,330

臨時財政対策債発行可能額

財政力指数　
　3か年平均

公債費比率

積立金現在高

4 翌年度へ繰越すべき財源 Ｄ 61,418 261,436
　単年度

実質収支比率

標準税収入額

標準財政規模

3 歳入歳出差引額 (A-B) Ｃ 1,302,488 1,838,766

1 歳入総額 Ａ 39,225,976 29,926,562

2 歳出総額 Ｂ 37,923,488 28,087,796

R4.1.1 なし

R3.1.1 昭和29年4月1日

昭和40.10.1以降

　　区　　　　分 　人　　口 　面　　積

 の合 併 状 況

第３次

基準財政需要額

基準財政収入額

　　  産　  　業　　  構　 　 造
　地区人口

  区       分

市　町　村　名 232165

所　  在    地 
(3)年度交付税
種　地　区　分

　　　第１次 第２次

　人口密度
　人口集中



 市 町 村 名  類　 型 Ⅱ－2 指定金融機関名

  区        分  決 算 額
経常一般
財 源(K)

(K) の
構成比

  区      分  決 算 額 構成比 充当税等額
経　常　一
般　財　源

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 千円 ％

13,145,898 43.9 12,025,618 78.9 人   件   費 3,868,943 13.8 3,485,115 3,470,559 (22.8) 21.6

302,595 1.0 302,595 2.0 うち職員給 2,315,621 8.2 2,062,174 2,062,174 (13.5) 12.9

5,388 0.0 5,388 0.0 扶   助   費 5,754,068 20.5 1,285,000 1,281,759 (8.4) 8.0

66,271 0.2 66,271 0.4 公   債   費 3,122,126 11.1 3,099,839 3,099,742 (20.3) 19.3

75,902 0.3 75,902 0.5 内 元利償還金 3,122,126 11.1 3,099,839 3,099,742 (20.3) 19.3

1,399,274 4.7 1,399,274 9.2 訳 一時借入金利子

  小      計 12,745,137 45.4 7,869,954 7,852,060 (51.5) 48.9

物   件   費 3,737,365 13.3 2,200,859 1,986,719 (13.1) 12.4

3 0.0 3 0.0 維 持 補 修 費 135,266 0.5 103,148 102,280 (0.7) 0.6

37,741 0.1 37,741 0.2 補 助 費 等 3,783,604 13.5 3,297,329 1,576,622 (10.4) 9.8

113,143 0.4 113,143 0.8 積   立  金 1,683,509 6.0 1,327,870

475,414 1.6 430,154 2.8 投資及び出資金 209,102 0.8 209,102 139,712 (0.9) 0.9

638,145 2.1 616,574 4.1 貸    付    金 122,526 0.4

普通交付税 616,574 2.0 616,574 4.1 繰    出    金 1,839,586 6.5 1,485,212 1,453,312 (9.5) 9.1

特別交付税 21,571 0.1 前年度繰上充用金

16,259,774 54.3 15,072,663 98.9 投資的経費 3,831,701 13.6 1,055,305 経常収支比率

9,758 0.0 9,758 0.1 うち人件費 60,443 0.2 60,443 (86.1) 81.7

分担金・負担金 107,973 0.4 普通建設事業費 3,831,701 13.6 1,055,305 経常経費充当一般財源等

使    用    料 220,139 0.7 50,114 0.3 内     補  助 1,221,331 4.3 43,727 13,110,705 千円

手    数    料 132,098 0.4     単  独 2,488,001 8.9 1,001,114 （ ）内は、減税補てん債等を除いた数値

国 庫 支 出 金 5,396,972 18.0 訳     県　営 122,369 0.4 10,464

国有提供交付金 災害復旧事業費 一般財源総額

県  支  出  金 1,525,508 5.1 失業対策事業費 19,387,545 千円

財  産  収  入 346,203 1.2 101,054 0.7

寄    附    金 47,781 0.2

繰    入    金 1,362,756 4.6

繰    越    金 1,302,488 4.3

諸    収    入 1,073,559 3.6 220 0.0

地    方    債 2,141,553 7.2

  合     計 29,926,562 100.0 15,233,809 100.0   合      計 28,087,796 100.0 17,548,779

   区      分 決 算 額 増 減 率
基準税額×

100/75
超過課税分
収入済額

決 算 額 構 成 比

千円 ％ ％ 千円 千円 千円 ％ 千円

普   通   税 12,025,618 91.48 11.1 11,214,385 192,836 0.7

市町村 個人分 3,221,754 24.51 △5.1 3,425,139 3,929,197 14.0

内 民  税 法人分 475,473 3.62 12.7 359,689 9,529,610 33.9

固定資産税 7,746,016 58.92 19.9 6,880,339 2,899,311 10.3

軽自動車税 179,675 1.37 2.6 177,757 38,320 0.1

市町村たばこ税 402,700 3.06 6.6 371,461 1,059,413 3.8

鉱  産  税 912,240 3.2

訳 特別土地保有税 2,416,431 8.6

法定外普通税 859,926 3.1

目   的   税 1,120,280 8.52 23.8 2,739,551 9.8

入  湯  税

内 事業所税 3,122,126 11.1

都市計画税 1,120,280 8.52 23.8 388,835 1.4

訳 水利地益税

旧法による税

13,145,898 100.0 12.0 11,214,385 28,087,796 100.0

　　区　　分 現年課税分 滞納繰越分

均 等 割 3，500円 均 等 割 ％ ％ ％

標準税率に 99.3 51.2 97.8

所 得 割 対する比率

1.00

固 定 資 産 税

(4号)    150,000円
 合      計

（税　全　体） 99.5 91.4

(2号)    120,000円

 固 定 資 産 税 99.6 96.0 99.2(3号)    130,000円

徴
　
収
　
率

  合  計

市
町
村
民
税

個
人
分

市
町
村
民
税

法
人
分

 市 町 村 民 税(1号)     50,000円

98.8(5号)    160,000円

諸 支 出 金 388,835

前 年 度 繰 上 充 用 金

(6号)   400,000円

(7号)   410,000円

(8号) 1,750,000円

(9号) 3,000,000円

合     計     合        計 17,548,779

教 育 費 1,352,604

災 害 復 旧 費

公 債 費 3,099,839

商 工 費 509,662

土 木 費 1,772,291

消 防 費 809,980

衛 生 費 2,083,805

労 働 費 8,157

農 林 水 産 業 費 529,039

議 会 費 192,836

総 務 費 2,836,899

民 生 費 3,964,832

交通安全対策特別交付金

目      的      別      歳      出

構 成 比   区      分 充当税等額

市           町           村           税

ゴルフ場利用税交付金

特別地方消費税交付金

軽油 ･自動車取得税交付金 

地方特例交付金

地 方 交 付 税 

  小      計

自動車税環境性能割交付金 

法人事業税交付金 

　知多信用金庫あすか台支店

 歳                            入           性         質        別        歳         出

構 成 比 経 常 収 支 比 率

地 方 税

適       用       税       率       の       状       況

法人税割

6.0/100

1.4/100

  常　滑　市

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金


